
1. はじめに

　鉄筋コンクリート構造は大地震後に損傷と残留変形が

残る。塩屋ら
1) は梁の上端筋に高強度鉄筋を配筋する

ことにより，梁部材で 1/50rad. を経験しても残留変形を

無視できる程度まで抑制できる梁の履歴特性を発揮する

ことを明らかにしている。また，同梁は上端筋が大変形

域まで降伏しないため，上端筋が早期に降伏する一般の

梁に較べて，地震後の長期荷重時の状態に対する梁端の

曲げ剛性の低下が生じにくくなる。これにより地震後の

梁の長期たわみの増加や，モーメント分布の変化も抑制

できる。損傷抑制には平石ら 2) の方法を採用している。

更に初期の変形からエネルギー吸収性能を発揮させるこ

とが可能になれば，建物の最大応答変形も抑制でき，梁

部材自体が制震要素の履歴特性を発揮することになる。

　公文ら 3) は初期の変形で降伏する減衰筋を下端に設

けて，それによりエネルギー吸収をさせる方法を梁の加

力実験により検証している。減衰筋は，梁端の下端筋に

図－３のように鉄筋の一部の区間 (以後，降伏区間 )の

径を細く切削した曲げ補強筋である。降伏区間を初期の

変形で降伏させてエネルギー吸収量の増加を狙いとす

る。文献 3) の実験では減衰筋の降伏区間の断面積が比

較的小さく，初期の変形でのエネルギー吸収量の増加を

明確にできなかった。また，減衰筋の降伏区間が梁の部

材角で 1/50rad. で破断した。

　今回，減衰筋の降伏区間の断面積を大きくしてエネル

ギー吸収量を大きくし，降伏区間を長くして，破断の変

形を大きくする方法の効果を明らかにするために，追加

の梁の加力実験を行った。本論文では実験概要と残留変

形の抑制性能，エネルギー吸収性能，減衰筋の降伏変形と

破断変形について考察した結果を述べる。

2. 実験概要

2.1 試験体

　図－１に試験体の形状と寸法を示す。図－２に梁の
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図－２　梁の断面と寸法
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図－１　試験体の形状と寸法
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断面を示す。縮尺は実大の 1/4 である。試験体数は 2 体

である。スラブを設けている。上端筋は高強度鉄筋の

D10(H) としている。

　H-No.5('14) は下端筋の 4 本とも全て普通鉄筋 D10 を

配筋している。H-No.8('14) は下端に 2 本の減衰筋 D16

と 2 本の普通鉄筋の D10 を配筋している。

　図－３に減衰筋の降伏区間の詳細を示す。H-No.7('13)

は文献 3) の試験体に設けたものである。それに対して

今回の H-No.8('14) は降伏区間の軸断面積を 1.46 倍，降

伏区間長さを 1.5 倍とした。降伏区間が破断しても D16

の母材部分は降伏しないことを予備引張試験で確認し

た。その軸断面積を大きくすることにより，減衰筋の抵

抗力を大きくしてエネルギー吸収量を大きくできるよう

にした。また，降伏区間を長くすることにより降伏区間

の破断の変形を大きくできるようにした。降伏区間は

0.2％で降伏して 23％程度で破断 4) する。このため，降

伏区間を長くすることは，降伏時よりも破断時の部材の

変形をより大きくすることになる。すなわち降伏区間を

長くしても，部材の降伏変形は僅かな変形の増加に留ま

り，降伏区間の破断変形は大きく増大する。

　図－４に梁端部の詳細を示す。図－５のように下端側

には曲げによる圧縮時に抵抗する圧縮抵抗筋を配筋し

た。圧縮抵抗筋の接合は軽微な圧接により行った。ヒン

ジ領域には平石ら 2) の主筋の付着を無くす損傷抑制方

法を採用した。同方法はヒンジ領域の曲げひび割れを防

止するために曲げ補強筋 ( ひび割れ防止筋 ) を設ける。

　H-No.5('14) は , 文献 3)の H-No.5('13) と同じ寸法・配

筋である。H-No.5('13) では初期変形での履歴特性が把

握できなかったことと，1/50rad．以降の履歴特性が把

握できなかったことの課題が残されていた。これらを解

決するために追加した試験体である。試験体名を同名に

し，年度によって H-No.5('14) と H-No.5('13) で区別した。

　表－１に梁の配筋の諸元を示す。表－２に使用材料の

力学的特性を示す。生コンクリートを使用した。

2.2 加力方法と測定方法

　図－６に変形の測定状況を示す。変位計によって左右

のスタブ間の鉛直変位およびスタブの回転角，梁の軸方

向変位を測定した。ひずみゲージによって主筋のひずみ

を測定した。図－７に実験の加力方法と加力時の状態を

示す。中央のジャッキで加力し，左右の梁端の曲げ特性

が異なるため左右のスタブの回転角が等しくなるよう

に，もう 1 台のジャッキで回転角を調整した。2 台のジ

ャッキの合力を梁のせん断力として加力した。2 台のジ

ャッキの荷重から梁のモーメント分布を測定した。

　地震時の最大応答変形直後の建物または部材の残留変

形を調べる加力方法として文献 1) では残存振動加力を

提案している。その加力では最大応答直後からは自由振

動する場合の残留変形で残留変形を評価することは，残

留変形を抑制する観点では安全側で評価することに基づ

いている。詳細は文献 1),3)を参照されたい。

図－８　残存振動時の加力規則
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図－３ 減衰筋の降伏区間
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表－１ 梁の配筋諸元

表－２ 使用材料の力学的特性 (単位 :N/mm2)
コンク
リート

試験体 Ec(×10 ４) σB cε B(％ )
H-No.5('14)，H-No.8('14) 3.12 50.0 0.27

鉄筋

種類 Es(×10 ５) σy σp σu

D10 1.83 355 － 569 
D10(H) 2.02 1062 623 1218 

D13 1.89 349 － 502 
D3.5 2.05 385 － －

減衰筋 (D13) 1.93 364 － 557 
減衰筋 (D16) 2.07 419 － 632
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図－５ 圧縮抵抗筋の挙動

試験体名 H-No.5('14) H-No.8('14) N-No.2('11) H-No.2('11) H-No.7('13)

図－ 1の断面位置 Ⅰ Ⅱ Ⅰ Ⅱ Ⅰ Ⅱ Ⅰ Ⅱ Ⅰ Ⅱ

上端主筋 4-D10(H) 4-D10(H) 4-D10 4-D10(H) 4-D10(H)

下端主筋 4-D10 2-D10 2-D10,2-D13 4-D10 4-D10 2-D10

下端減衰筋 なし 2-D16 なし なし なし 2-D13 なし

上端ひび割れ防止筋 4-D10 なし 4-D10 なし なし 4-D10 なし 4-D10 なし

下端圧縮抵抗筋 2-D13 なし 2-D13 なし なし 2-D13 なし 2-D13 なし

あばら筋 4-3.5 ＠ 60 4-3.5 ＠ 60 , 2-3.5 ＠ 60 4-3.5 ＠ 60 4-3.5 ＠ 60 4-3.5 ＠ 60

スラブ筋 3.5 ＠ 70 3.5 ＠ 70 なし なし なし

300

100

400

20
0

ひび割れ防止筋 D10

高強度鉄筋 D10

圧縮抵抗筋 D13

普通鉄筋 D10 付着無し区間

付着無し区間

カットオフ

スタブ

図－４ 梁端部の詳細 (H-No.5)

(a) 引張状態

(b) 圧縮状態

圧
縮
抵
抗
筋

-236-



　残存振動加力はつぎのように行った。図－８に示すよ

うに残存振動時の加力履歴の規則は，想定する最大応答

の目標の最大経験変形角 Rmax に達した後，自由振動の

履歴を再現させるため，除荷時に排出される弾性エネル

ギー Ee と，負側に載荷して消費される弾塑性歪みエネ

ルギー Es が等しくなるまで進めて除荷する。この後も，

除荷時にこれを繰り返して Ee が塑性エネルギーで消費

され零になるまで繰り返し，最終残留変形角 rRe を特定

する。まず目標の Rmax で正加力側と負加力側で残存振

動加力を行い rRe を特定する。この後も同じ Rmax を正

負の目標変形にして 1 ループだけの加力を行う。

　この後，目標を次の Rmax へ移行させる。Rmax は図

－９に示すように正加力側，負加力側の順で目標値を設

定する。本実験では図－ 10に示すように，2/100rad. から

0.25/100rad. に戻して再度，正負とも同じ最大変形の 1 ル

ープだけの加力を行った。これを 2/100rad. まで加力を行

った。この後は大地震を想定してRmaxを 3/100rad.へ徐々

に進めて残留変形の抑制効果を検証した。

　H-No.5('14) は 0.75/100rad.～ 2/100rad. まで図－８の残

存振動加力時の弾性エネルギーの計算に誤りが生じた。

このため，次章の実験結果の，同試験体の残留変形と

エネルギー量の考察では，0.5/100rad. 以前は H-No.5('14)

のデータを用い，0.75/100rad. 以降では，H-No.5('14) と

同じ配筋・寸法の H-No.5('13) のデータを用いる。  

　

3. 実験結果

3.1 梁のせん断力－変形角関係

　図－ 11 に梁のせん断力－変形角関係を示す。正加

力側と負加力側に分けて示している。N-No.2('11) と

H-No.2('11) は文献 1) の既往のスラブ無しの試験体であ

る。N-No.2('11) は主筋が全て普通鉄筋で，H-No.2('11) は

H-No.5('14) と同じで上端筋が高強度鉄筋である。これら

は正加力側だけを示している。図中の○は最終の残留変

形角 rRe の実験値を意味する。図中縦の一点鎖線は残留

変形角の視覚的許容値 (1/400rad.) を示す。

　H-No.5('14) は 5/200rad. 以 降， 上 端 筋 の 高 強 度 鉄

筋が降伏したため rRe が許容値 (1/400rad.) を超えた。

H-No.2('11) と H-No.5('14) の違いはスラブの有無である。

スラブを設けた H-No.5('14) の方が剛性と降伏耐力が大

きくなった。下端筋に減衰筋を配筋した H-No.8('14) は

0.26/100rad. で減衰筋が降伏し，1.8/100rad. でその区間

が引張破断した。普通鉄筋の下端筋は 0.42/100rad. で降

伏した。減衰筋が破断したことにより，破断した側の梁

端の曲げ剛性が低下し，梁の反曲点がその梁端側に偏る

曲げモーメント分布になり梁の鉛直剛性が低下する。こ

れにより高強度鉄筋は最終変形まで降伏しないで，大変

形域まで残留変形が抑制された。このメカニズムは文献

3)で詳述しているので，そちらを参照されたい。

3.2 残留変形の抑制状況

　図－ 12 に残存振動後の最終の変形角 rRe と変形角の

関係を示す。△は全ての主筋を普通鉄筋にした従来型梁

で▲は上端筋を高強度鉄筋にした改良型梁である。改良

型梁は，残存振動後の最終の残留変形が 1/800rad. 以下

になり，無視できる程度まで抑制できる。

図－９　残存振動時の残留変形を特定するための加力履歴

本震を想定：Rmax を 0.25/100rad.～ 2/100rad.まで漸増
1ループのみ：再度 0.2/100rad.まで戻り,Rmax を 2/100rad.まで漸増
想定外の大地震を想定：Rmax を 2/100rad.～ 3/100rad まで漸増
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図－ 11　梁のせん断力 -変形角関係
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　●●は減衰筋が設けられたものである。減衰筋が降伏し，

ひずみ硬化域に達するため，残留変形が大きくなってい

る。●はスラブと減衰筋が設けられたものである。スラ

ブが設けられると，更に残留変形が大きくなっている。

減衰筋によりエネルギー吸収を促進すると，残留変形の

抑制性能が低下することになる。一方，エネルギー吸収

が大きいと建物の最大応答変形が抑制されて，その結果，

残留変形も抑制される。減衰筋を設ける場合には，設計

で目標とする最大応答変形と残留変形により適切に減衰

筋の降伏区間の寸法を決定する必要がある。

3.3 損傷状況

　図－ 13 に加力中に確認されたひび割れと，最終の残

留ひび割れ幅が 0.1mm 以上のひび割れを示す。比較の

ために図－ 13(a) に N-No.2('11) も示す。文献 5) ではひ

び割れ幅の許容幅は 0.3 ～ 0.4mm と示されており，試験

体の縮尺 1/4 を考慮すると，本試験体では 0.1mm になる。

　N-No.2('11) は損傷を抑制しないで，全ての主筋に普

通鉄筋を用いている。そのため図－ 13(a)に示すように

上端側と下端側に同様の曲げひび割れが生じて両梁端の

ヒンジ領域に多くのひび割れが生じている。これに対し

て H-No.5('14) と H-No.8('14) では，梁スパン中央側の範

囲の上端側に曲げひび割れが多数，生じている。これは

上端側に高強度鉄筋を配筋したため，曲げの引張応力が

大きくなることによる。

　ヒンジ領域では梁端に曲げひび割れが生じたが，そ

れ以外は生じていない。同梁でも平石らの方法により

ヒンジ領域の損傷を抑制されることが確認される。図－

13(b),(d)の H-No.5('14) と図－ 13(c),(e)の H-No.8('14)

において 0.1mm 以上のひび割れもかなり抑制されてい

る。これは上端筋の高強度鉄筋を大変形域まで弾性抵抗

させたためである。

4. 降伏変形と破断変形

　減衰筋は初期の変形から降伏してエネルギー吸収を開

始することが望まれる。図－14に減衰筋の降伏区間また

は普通鉄筋が降伏した時の変形角の分布を示す。既往の

試験体も示している。◇◆◆が減衰筋で，○●●が普通鉄筋

である。薄塗りは正加力時で，白塗りは負加力時である。

H-No.8('14) と H-No.7('13) に減衰筋が配筋されている。両者

の違いは降伏区間の長さと径およびスラブの有無である。

4.1 減衰筋の降伏変形

　降伏区間の長さは ,H-No.8('14) の方が H-No.7('13) に

対して約 1.5 倍と大きいのにもかかわらずに，降伏変形

は同程度である。この原因は今後，検討が必要である。

4.2 下端筋の降伏変形

　下端筋は H-No.8('14) が 0.42/100rad. で，H-No.7('13) は

0.5/100rad.で降伏している。H-No.8('14)はスラブがあり，

H-No.7('13) はスラブがない。スラブがあると左右の梁

端の曲げ特性が加力方向で異なり，梁の反曲点が，下端

筋が曲げ引張になっている梁端側に移動する。梁の左右

のスタブは並行に維持されているので，その梁端に曲率

が集中しやすくなり，下端筋の降伏変形が早まる。示し

た既往の試験体でも，この傾向が確認できる。

　H-No.2('11) と N-No.2('11) はスラブを設けていない。

上端筋が高強度鉄筋か普通鉄筋かの違いである。鉄筋径

が同じであれば鉄筋のヤング係数は同じであるので，普

通鉄筋の下端筋が降伏する変形は変わらないことにな

り，これは実験結果と対応している。

4.3 減衰筋の破断変形

　H-No.8('14) は ±1.8/100rad. で降伏区間が破断した。こ

れ以降は，エネルギー吸収量が低下する。一方，降伏区

間が短い既往の H-No.7('13) は +2/100rad. で破断した。

　一般には降伏区間が短い方が降伏区間の破断変形は小

さくなると考えられる。しかし，その現象は逆転してい

る。この原因も今後，検討が必要である。

5. エネルギー吸収量

5.1 スラブ筋と減衰筋によるエネルギー吸収量

図－ 13　1/33rad. 経験後のひび割れ幅と幅 0.1mm 以上のひび割れ
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図－ 12　残留変形角-最大経験変形角関係
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　図－ 16 にスラブの有無の違いによるエネルギー吸収

量の推移を比較したものを示す。縦軸をエネルギー吸収

量とし，横軸を各ループの目標変形角 Rmax としている。

エネルギー吸収量は図－ 15の斜線の面積の和とした。

　図－ 16 において実線で結ばれた試験体は実験値であ

る。薄塗りの記号はスラブを設けていないことを意味し，

黒塗りはスラブを設けていることを意味する。

　H-No.2('11)( ▲▲ : スラブ無し ) と H-No.5('13)( ■■ : ス

ラブ有り )の違いはスラブの有無である。スラブ筋の降

伏によりエネルギーを吸収するため，H-No.2('11)( ▲▲ )

よりH-No.5('13)(■)がエネルギー吸収量が大きくなる。

　H-No.5('13)( ■ :減衰筋無し )と H-No.8('14)( ● :減衰

筋有り )の違いは減衰筋の有無である。減衰筋の降伏に

よりエネルギーを吸収するため，H-No.5('13)( ■ ) より

H-No.8('14)( ● )の方がエネルギー吸収量が大きくなる。

　減衰筋による増加量をスラブの無い H-No.2('11)( ▲▲ )

に加算すると，スラブを設けていない梁に減衰筋を配筋

した場合のエネルギー吸収量の推移を推定できる。この

推定した梁を○で示す。これは次節の考察で用いる。

5.2 減衰筋によるエネルギー吸収量の補完効果

　提案している改良型梁は上端筋を大変形域まで降伏さ

せないため，エネルギー吸収量が低下する。降伏する鉄

筋は下端筋だけである。上端筋と下端筋の量が同じであ

れば，降伏する鉄筋量から判断すると，降伏によるエネ

ルギー吸収量は 50％へ減少すると推測される。しかし，

文献 3) で示しているメカニズムにより改良型梁では 75

％は発揮され，従来の梁に較べると 25％の減少に留まる。

　この場合のエネルギー吸収量の推移を図－ 17に示す。

三角記号の H-No.2('11)( ▲▲ ) と N-No.2('11)( ▲▲ ) はスラ

ブを設けていない梁で，▲▲は上端筋を高強度鉄筋にし

た改良型梁で，▲▲は主筋を全て普通鉄筋にした従来型

梁である。両者には前述のように差が生じている。丸

の記号は減衰筋を配筋した梁に相当する。○は図－ 16

の記号と同じデータである。○は H-No.2('11)( ▲▲ ) に

H-No.8('14)( ● ) の減衰筋を設けた場合の推定である。

これらの梁では下端筋は普通鉄筋 D10 が 2 本で，減衰

筋が 2 本である。●●は既往の H-No.7('13) である。これ

らの降伏区間の寸法は図－３のものである。

　H-No.7('13)( ●● ) の降伏区間の降伏耐力は H-No.2('11)

( ▲▲ ) の下端筋 D10 の 90％であるが，エネルギー吸

収量は 1.5/100rad. までは同程度でそれ以降は改良型梁

H-No.2('11)( ▲▲ ) を上回っている。また○の試験体の減

衰筋の降伏耐力は下端主筋 D10 の 1.18 倍である。エネ

ルギー吸収量は 0.75/100rad. までは従来型梁 N-No.2('11)

( ▲▲ ) と同程度でそれ以降は上回っている。減衰筋を設

けた梁のエネルギー吸収量が急増する理由は，降伏区間

に変形を集中させ，早い変形レベルからひずみ硬化が生

じて減衰筋に大きな応力が生じるためである。

　以上のことから，改良型梁で懸念されたエネルギー吸

収量の低下は，下端筋の一部に減衰筋を配筋し，その降

伏区間の寸法と断面積を調整することにより改善できる。

5.3 初期変形でのエネルギー吸収量と等価粘性定数

　図－ 18 に初期変形でのエネルギー吸収量の推移を示

す。0.5/100rad. 以前ではスラブ付き試験体で比較してい

る。減衰筋が降伏することによりエネルギー吸収量が増

加している。0.5/100rad. 以降はスラブを設けていない試

験体で比較している。○は図－ 16 で示した同記号のデ

ータである。改良型梁に H-No.8('14) の減衰筋を設けた

場合に発揮すると推定されるデータである。改良型梁に

減衰筋を配筋すると，主筋が普通鉄筋の従来型梁と同等

以上のエネルギー吸収性能を発揮することになる。

　図－ 19 に等価粘性減衰定数 he を示す。改良型梁

H-No.2('11)(▲▲)，H-No.5('13)( ■ ) はスラブの有無により

he は異なるが，変形が増加してもほぼ一定となっている。
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図－ 17　エネルギー吸収量の推移

ス
ラ
ブ
な
し

ス
ラ
ブ
有
り

0.0

0.4

0.8

1.6

1.2

2.0

H-No.7('13)
H-No.8('14)

H-No.2('11)

推定した梁

N-No.2('11)

1.0 2.0 3.0

E(kN･m)

Rmax(×10-2rad.)

推定
減衰筋(D16)

H-No.5('14)
H-No.8('14)H-No.2('11)

推定した梁N-No.2('11)

図－18　初期変形のエネルギー吸収量の推移

スラブ有り スラブ無し

減衰筋有り

減衰筋無し

従来型

減衰筋有り

改良型

0.0

E
(
kN

･
m
)

0.3

0.6

0.5 1.0
Rmax(×10-2rad.)

図－ 19　等価粘性減衰定数

RC 構造の設計値

H-No.7('13)
H-No.8('14)

H-No.2('11)
N-No.2('11) H-No.5('14)

0

20

10

30

321

he(%)

Rmax(×10-2rad.)
0.25 0.75

R(×10-2rad.) 薄塗:左側降伏
白塗:右側降伏

E(-)
- ピーク

Q

除荷終了

除荷終了

E(+)
+ ピークQ

残存振動加力

R

R

-239-



　従来型梁 N-No.2('11)(▲▲) は 0.5/100rad. で降伏して，以

降，変形の増加に伴って he が 1.5/100rad. まで急増した。

　●●●●のデータは減衰筋を配筋した試験体である。減衰

筋の降伏区間の径により he は異なるが，0.75/100rad. か

ら変形増加に伴い比較的，緩やかに増加している。

6. 梁のせん断力－変形角関係の評価

6.1 せん断力－変形角関係

　図－ 20 に計算による梁のせん断力－変形角関係の

包絡線と実験の結果を比較して示す。減衰筋を設けた

H-No.8('14) の正加力側を示している。一点鎖線が計算

結果で，細い実線が実験結果である。計算は高強度鉄筋

の降伏までを結んでいる。計算方法は，梁を材長方向に

ヒンジ区間，曲げひび割れ区間，弾性区間に分け，各区

間のモーメント－曲率関係を算出して，梁のせん断力と

両梁端の境界条件を満たす梁の曲げモーメントと曲率分

布を特定する一般的な方法である。曲げ変形成分だけを

考慮し変形を算出した。詳細は文献1)を参照されたい。　　

　下端筋が降伏する時点では減衰筋の降伏区間は降伏し

ているとした。減衰筋が破断する直前までは一点鎖線の

関係は実験の包絡線をほぼ推定している。破線の関係は，

下端筋の減衰筋が引張抵抗しないものとして求めた計算

結果である。減衰筋の破断後はその関係に近づいている。

6.2 減衰筋の降伏変形と破断変形

　図－ 20の番号は減衰筋が降伏した以降の図－ 21の時

点を計算した時点である。図－ 21 は降伏区間の応力－

ひずみ関係をモデル化しものである。降伏区間の降伏ひ

ずみは図－３の材料試験の値とし，破断ひずみを 20%

とした。また文献 4) で示されているデータで引張強度

時の破断ひずみと同程度の破断ひずみの値でもある。

　図－ 22 に示すように下端筋の普通鉄筋で付着を無く

した区間 S(100mm) では減衰筋も一定の引張力として，

降伏区間 ( 区間長さ Wo) の応力－ひずみ関係を図－ 21

の関係として残り区間 ( 区間長さ We) を弾性として区

間 S での見掛の応力－ひずみ関係を算出した。上端筋

の高強度鉄筋の取り扱いは文献 3) の方法に従った。減

衰筋の降伏区間の各時点の応力とひずみに対応する梁端

のモーメントと曲率を算出し，反曲点の距離を変数とし

て，梁の曲率分布をモデル化した。梁の反曲点を境界に，

左右の範囲の曲率の積分値が等しいとして，反曲点を求

めた。これにより曲率分布も定まるので，この曲率分布

による曲げ変形成分を梁の変形とした。

　図－ 20 の◆ 1 は降伏時で，◆ 3 が破断直前で，◆ 4

が直後である。計算値は降伏変形と破断変形の実験値を

概ね推定している。
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図－ 22　減衰筋の区間長さ Wo,We　

70

減衰筋は 0.25/100rad. で降伏し，下端の普通鉄筋は

0.4 ～ 0.5/100rad. で降伏した。減衰筋の降伏は普通

鉄筋に較べ，早まった。

従来の梁に較べて劣る改良型梁のエネルギー吸収性

能を，減衰筋の断面積の調整により補完できる。

残留変形は，減衰筋を降伏させることにより大きく

なる。梁の変形角が 1.75/100rad. を超えると許容限

界値 (1/400rad.) を上回る結果となった。しかし，減

衰筋は小さな変形からエネルギー吸収を発揮し，最

大応答変形を抑制してこれに伴い残留変形も抑制で

きるため，振動応答に基づく性能評価が必要になる。

提案した方法により減衰筋の降伏変形と破断変形を

概ね評価できる。
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